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２．日本アビオニクスグループの会社概要

（１）本社、事業所、関係会社（２００８年３月末）
NEC三栄(株)
（※２）

本  社 横浜事業所 相模事業所 立川ｵﾌｨｽ

所在地
東京都品川区
西五反田八丁
目１番５号

神奈川県横浜市
瀬谷区本郷
二丁目28番2

神奈川県高座郡
寒川町小谷
二丁目1番1号

日本ｱﾋﾞｵﾆｸｽ㈱
敷地内

山梨県南ｱﾙﾌﾟ
ｽ市宮沢568番
地

福島県郡山市
待池台一丁目20
番地

東京都立川市曙
町１－２５－１２

創立（年月） 1960年4月 1961年11月
2003年4月1日

（開設）
1976年4月 1979年4月 1989年9月 1977年7月

敷地面積(㎡) 815 27,049 5,551 － 33,900 99,308 －
建築面積(㎡) 701 7,567 5,551 － 9,550 3,892 －
延床面積(㎡) 3,143 14,007 5,551 － 14,480 9,450 3,038
従業員数 （※１）169 538 115 49 131 139 163
売上高（億円）

主要製品

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ、ｻｰ
ﾓｸﾞﾗﾌｨ、情報
端末販売

ﾌﾟﾘﾝﾄ配線
板

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞIC、
電子機器

赤外線ｻｰﾓｸﾞﾗﾌｨ
装置、ｱﾝﾌﾟ・ﾚｺｰ
ﾀﾞ－機器、工業
計測ｼｽﾃﾑ機器、

ISO14001認証
取得

2006.4 1998.7 1999.4 1998.11

　（※１）本社従業員数欄の人員は、支店、営業所を含みます。

（２）支店、営業所
創立（年月） 敷地面積（m2） 建築面積（m2）延床面積（m2）

府中支店 1989年4月 174 174 174

名古屋支店 1975年8月
322 322 322

大阪支店 1964年6月
403 403 403

福岡支店 1985年4月
140 140 140

甲府営業所 1991年4月
50 50 50

行田営業所 2000年6月
70 70 70

　（※２）2008年４月１日より日本アビオニクス株式会社赤外線事業と統合し、NEC Avio赤外線テクノロジー株式会社
　　　　　を設立

埼玉県鴻巣市赤見台二丁目
５番３ ウェルズ赤見台Ｂ号室

所在地
東京都府中市府中町一丁目
１０番３ 府中南ビル

愛知県名古屋市中区丸の内
三丁目１７番６ ナカトウ丸の

内」ビル大阪府大阪市淀川区西中島
一丁目１１番１６ 住友商事淀

川ビル
福岡市博多区博多駅中央街
八丁目３６ 博多ビル

山梨県南アルプス市宮沢五
六八番地  山梨アビオニクス

(株)内

福島
ｱﾋﾞｵﾆｸｽ㈱
　【AFCL】

情報ｼｽﾃﾑ機器、情報処理機器、航空宇
宙用機器、通信機器、赤外線熱画像機
器、接合機器、医療用機器

1998.4

日本アビオニクス㈱【Avio】 日本ｱﾋﾞｵﾆｸｽ
販売㈱

山梨
ｱﾋﾞｵﾆｸｽ㈱
　【YACL】

356（連結）



3． 日本アビオニクス経営理念と環境方針

経営理念
  日本アビオニクスは、独自のエレクトロニクス技術とシステム技術により、お客様の
ために新しい価値を創造し、安全で豊かな社会の実現に貢献します。当社グループ
は、経営理念を実現するために、平成19年11月1日からAvioグループが守るべき
「Avioグループ企業行動憲章」「Avioグループ行動規範」を制定しています。

＊＊環境方針＊＊
  日本アビオニクスは地球環境の保全を経営の最重要課題のひとつとして認識し、企
業活動の全域で一人ひとりが環境に配慮して行動し、豊かな社会の実現に貢献しま

＊＊環境行動指針＊＊
  日本アビオニクスは、映像表示装置、製造装置等の電子機器に関わる調達・開発・
製造・販売をおこなっていることを考慮して、これらの事業活動から生じる環境への影
響を充分に認識して行動し、循環型社会の形成に向け、以下の方針に基づいて環境
経営を推進します。

１．環境方針を遂行するために、環境目的・目標を設定し、これを定期的に見直し、
    環境マネジメントシステムの継続的改善を行います。

２．当社に適用される法規制、当社が同意するその他の要求事項を順守します。

３．開発・設計の段階で環境・安全を考慮した評価を行い、省資源、省エネルギーの
    環境配慮型製品の提供に努めます。

４．化学物質の取り扱いと管理を徹底し、特に有害化学物質の使用の抑制に努めま
    す。

５．環境方針および環境保全活動の結果を日本アビオニクスで働く全ての人に周知
    するとともに、 社外に対しても積極的に公開します。



４． 環境管理活動推進体制

環境経営責任者および環境管理担当役員のもとに環境管理活動推進態勢を組織し、活動を推進しています。

■Avioグループ環境管理体制

■日本アビオニクス環境管理組織

環境経営責任者（執行役員社長）

環境管理担当執行役員

内部環境監査員 環境管理委員会

環境管理責任者

化学物質事前評価委員会

製法アセスメント委員会

Avio製品環境認定審査会

エコリーダー

従業員

部門責任者

管理体責任者

法定責任者

Avioｸﾞﾙｰﾌﾟ環境理推進会議

環境安全防災会議 日本アビオニクス

日本アビオニクス販売

山梨アビオニクス

福島アビオニクス

NEC三栄
（NEC　Avio赤外線ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ）

環境管理担当執行役員

環境管理責任者

設備等事前評価委員会

環境管理体



５．2007年度環境管理活動実績（日本アビオニクス）

　重点活動項目、管理項目に分類して目標を設定し、活動を推進しました。

Ⅰ．重点活動項目　環境配慮型製品開発、顧客グリーン対応、リスク管理強化、資源循環の推進、グループ環境活動の推進を重点的に推進しました。結果は以下のとおりです。

目的 No. 目標 実績評価 手段／方策 実績・課題等

環境配慮型製品 １ 新規開発製品の製品アセスメントの実施100% 〇
・製品アセスメント実施率の把握
・製品アセスメントｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの作成定量評価導入
・事業部製品アセスメント実施規則の見直し

・新規開発３製品の製品アセスメントを実施した。
・製品アセスメントｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの作成定量評価導入を実施した。ただし、
事業部の製品アセスメント実施規則の見直しは次年度に延期した。

２ グリーン認定率（調達率）'９８％ 〇
・グリーン認定率の把握
・ＥＭＳ・化学物質宣言書の督促及び新規外注取引先グリーン認定判断
・外注取引先ＰＭＲ研修会準備及びﾌﾟﾛｾｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾋﾞｭｰアンケートの配布と回収

・環境配慮型製品の取引会社２７５社のうちグリーン認定率（認定会
社）は９９％であった。
・新規外注取引先１５社を新たにグリーン認定会社として登録した。
・外注取引先ﾌﾟﾛｾｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾋﾞｭｰ研修会を行い、アンケートの配布と
回収を行った。

３ 新規開発製品のグリーン化率９８％ 〇
・外注生産材の環境対応
・購入部品の環境対応

・新規開発２製品のグリーン化率は９９％であった。

４ ＲｏＨＳ適合品の適合率１００％維持 〇 ・ＲｏＨＳ適合品の適合率の把握 ・ＲｏＨＳ適合型製品のＲｏＨＳ適合率１００％維持｡

顧客グリーン対応 ５ グリーン調達（納入製品）調査依頼の回答率１００％ 〇 ・グリーン調達調査依頼の回答率の把握
・回答率は１００％であった。外部環境情報問合せから回答までの業
務の流れ、役割分担を明確にして確実に効率よく回答できる体制とし
た。

リスク管理強化 ６
環境汚染、出火事故ゼロ

〇
・環境緊急時総合訓練の実施
・環境緊急時個別訓練の実施
・消防訓練の実施

・環境汚染、火災事故はゼロ件であった。
・それぞれのリスクに対応した緊急時訓練を計画どおり実施した。

資源循環の推進 ７ 文房具のグリーン購入率９５％　※１ 〇
・文房具のグリーン購入率の把握
・部門グリーン購入率イントラネットに掲示

・文房具のグリーン購入率は、ほぼ全部門に浸透し９９％であった。
・部門のグリーン購入率をイントラネットに掲示し全従業員に周知し
た。

アビオグループ
環境活動の推進

８
アビオグループ全体の二酸化炭素排出量の削減
（実質売上高原単位 １％削減  前年度比）

〇 ・アビオグループ全体の二酸化炭素排出量の把握
・二酸化炭素排出量は１０，１０５㌧／年であった。(※２)
・対前年比の実質売上高原単位は３％削減であった。(※３)

アビオグループ環境活動の推進 〇

・アビオグループ環境推進会議の実施
・環境安全パトロールの実施
・ＮＥＣ関係会社相互環境審査受審（Avio）
・NEC遵法監査受審（YACL）
・環境情報公開

・アビオグループ環境推進会議、アビオグループの環境安全パトロー
ル、リスク対応感性教育、ＮＥＣ関係会社相互環境審査、NEC遵法監
査の受審を実施した。
・環境報告書を環境H.P.に公開維持。

　※１　文房具のグリーン購入率（エコ比率）＝エコ金額÷購入金額　×１００
　※２　電力の二酸化炭素換算係数は、電気事業連合「使用端ＣＯ2排出原単位」を使用しています。ただし、2007年度については、2006年度"電気事業連合「使用端ＣＯ2排出原単位」の値"を使用しました。
　※３　実質売上高原単位は、売上高を日銀国内企業物価指数（電気機器）で割り戻した値



Ⅱ．管理項目として地球温暖化防止、資源循環、環境意識の向上、地域貢献等の活動に継続して取り組みました。

指　　標 No. 項　　　目 区　分 実績評価

地球温暖化防止 1
二酸化炭素排出量削減（実質売上高原単位前年比
１％削減）Avio 継続 ○（-1%）

2低公害車、燃費高効率車の導入 継続 △継続実施

3営業車アイドリングストップ励行 継続 ○（継続実施）

資源循環 5
廃棄物のゼロエミッション（再資源化率９９％以上）維
持 継続 ○99%以上維持

6廃棄物の分別の徹底 継続 △（継続実施）

7不用ＰＣのリユース・リサイクル 継続 ○

オフィス家具の中古品購入 継続 ○実施

8作業ミスの削減（再作業、作り直しの削減） 新規 ○実施

環境意識の向上 9特定ＥＭＳ教育訓練の対象者全員に実施 再徹底 ○実施

10著しい環境影響を行う人の力量の確認 再徹底 ○実施

11新任主任・新任管理者への環境教育実施 継続 ○実施

12環境意識啓発、環境意識アンケート 継続 ○実施　NECが設定した「高環境意識層」41%となった。

13通勤路清掃２回／年、献血２回／年実施 継続 ○実施

14地域環境活動への参加 継続 ○実施

公共交通機関の利用 新規 ○実施

管理項目：計画設定を必須としないが、活動レベルの改善・向上を要する項目、或いは､既に目標レベル達し､通常の環境活動の中で対応する項目。

地域貢献



6　Ａｖｉｏエコアクションプラン　２００８　

Ⅰ．重点活動項目：計画を策定し、目標達成に向け活動を実施する項目

目　的 No. 目　標
２００８年度
目標

２００９年度
目標

２０１０年度
目標

手段／方策

１．環境配慮型 １ 新規開発品の製品アセス 100%維持 100%維持 100%維持 1製品アセスメントを１００％実施

　　製品開発 メントの実施（実施率） 2製品アセスメントの定量評価導入

２
グリーン認定率（調達率）向
上

98% 100% 100% 1

３ ＲｏＨＳ適合品の適合率 100%維持 100%維持 100%維持 1購入部品のRoHS適合率確認

2外注生産材のＲｏＨＳ適合確認 事業部

４ 新規開発製品のグリーン化 98% 98% 98% 1購入部品の環境対応

率向上（有害物質削減） 2外注生産材の環境対応 事業部

５ グリーン調達顧客対応 100% 100% 100% 1グリーン調達（納入製品）調査依頼の回答率

６ 製品含有化学物質規制対応
製品含有化
学物質管理
評価実施

評価基準以
上

評価基準以
上

1

２．地球温暖化 ７ 二酸化炭素排出量削減 前年度比 前年度比 前年度比 1省エネ機器に配慮（設備導入時及び更新時）

　　防止 １％削減 １％削減 １％削減 2省エネ活動

３．環境意識向上 ８ エコエクセレンス層拡大 70% 80% 90% 1全従業員環境教育

（高環境意識層） 2環境意識調査

４．環境リスクマ ９ 環境汚染・火災事故 ０件 ０件 ０件 1

　ネジメント強化 2環境緊急時総合訓練の実施

3環境緊急時個別訓練の実施

4消防訓練の実施

５．資源循環
　の推進

１０ 文房具等のグリーン購入率 98% 98% 98% 1文房具等のグリーン購入

事業部

全　社

営業、環境管理Ｇ

環境管理Ｇ、資材Ｇ、事業部

全　社

全　社

全　社

全　社

グループの環境リスクマネジメントの強化 グループ４社

全　社

　2008年度は環境配慮型製品開発、環境リスクマネジメント強化、資源循環の推進の他に、地球温暖化防止、環境意識向上を取り上げて重点的に活動します。

社内製品含有化学物質管理評価実施、サプラ
イヤアセスメント実施

事業部、環境管理Ｇ

事業部、環境管理Ｇ

外注取引先のグリーン認定化 資材Ｇ

資材Ｇ

資材Ｇ

展開先

事業部



Ⅱ．管理項目；計画策定を必須とはしないが活動推進する項目

指　　標 No. 項　　　目
１．製品の 1 環境配慮型製品の販売拡大
　　環境配慮 2 鍍金のグリーン化

3 外注先の管理（生産工程から有害物質排除）
２．地球温暖化 1 低公害車、燃費高効率車の導入
　　防止 2 作業効率向上による作業時間削減（空調、天井灯、ＰＣ等使用電力低減）

3 局所空調機の適正温度設定
３．資源循環 1 廃棄物のゼロエミッション（再資源化率９９％以上）維持

2 廃棄物の分別の徹底
3 不用ＰＣのリユース・リサイクル
4 オフィス家具の中古品購入
5 作業ミスの削減（再作業の削減、作り直しの削減）
6 紙使用量の削減（ハードコピーの削減）

４．リスク管理 1 化学物質の自主管理（コーティング剤、溶剤）
　　の強化 2 機械設備の自主点検
５．地域貢献 1 通勤路清掃２回／年、献血２回／年実施

2 地域環境活動への参加
６．環境情報公開 1 環境ＨＰ発行維持
７．Ａｖｉｏグループ 1 ※１：二酸化炭素排出量削減（１％）
　環境リスクマネ 2 ＮＥＣ相互環境審査受審
　ジメント強化
※１：二酸化炭素排出量削減は実質売上高原単位前年比　１％削減



７．環境に配慮した製品

◆　全社共通環境配慮基準

大分類 中分類 基準
低消費電力化
待機時低消費電力化
一定時間未使用時の低消費電力化
省ｴﾈﾙｷﾞｰ法等法規制のある製品の法規制遵守
包装箱は通い箱または段ボール使用
マニュアルは再生紙を使用し、リサイクルを妨げる加工および
処理をしない。
製品の体積や専有面積の削減
製品質量の削減
製品の長寿命化を考慮した設計

リユース リユース可能な部品、ユニットを採用
製品、包装材、添付品のプラスチック部品に材料名を表示
二次電池の材料名を表示、また分離が容易な構造である。
Hgを含む部品を容易に分離できる。
ドライバーなど一般工具で容易に材料ごとに（ユニットレベル
まで）解体できる。
製品・包装材・添付品には当社の自主禁止物質を含まない。
モントリオール議定書で禁止のオゾン層破壊物質（CFC、ハロ
ン、111トリクロロエタン、四塩化炭素、HBFC、臭化メチル）を
用いて製造された部品、材料を使用しない。
筐体にはPVCを使用しない。
緩衝材および保護袋にはPVCなどハロゲン系樹脂やハロゲン系難
燃剤を使用しない。

環境管理システ
ム

製品の事業主体（開発設計を含む）および最終生産基地におい
て、環境マネジメントシステムを構築していること。

製造プロセス 製造プロセスの新規導入、或いは変更がある場合、製法アセスメン
トを実施。

情報開示 マニュアル等に使用後の二次電池の適正な取り扱い、処理方法を記

◆RoHS適合型製品；ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ　IP－40S/SE/B/BE
パソコンデータも、書類も立体物も　リアル パソコンレス　プレゼンテーション

日本アビオニクスグループは、「地球温暖化防止のための省エネ性」「省資源」「資源循
環」「有害物質削減による製品の安全性向上」等の環境に配慮した製品の開発を進めていま
す。

環境配慮型製品の中で、「製品群別環境配慮基準」「全社共通環境基準」「RoHS適合基準」
等に適合した製品を、Avioエコラベル製品としています。

（１）日本アビオニクス

化学物質の削減グリーン化

地球温暖
化防止

低消費電力

リデュース

リサイクル

資源循環

を実現。高精細413万画素書画カメラ内蔵、BrilliantColor™テクノロジー採用
もちろんパソコン、ビデオ・DVDも投映可能、充実したパソコン連動機能。

その他

RoHS指令に対応した環境配慮型製品です。



（２）NEC　Avio赤外線テクノロジー
　　◆SFSアナライザ　DF1100

　　◆サーモトレーサ　TH9260

省エネルギー(29%減)、分解容易化構造、再生紙記録紙使用、鉛フリー化の環
境配慮型製品です。

従来製品に比較し、省エネルギー(性能比較：LCD3.5→5.6型､高分解能）、部品
点数削減、梱包材削減、鉛フリー化を実現した環境配慮型製品です。



８．環境リスクミニマム
アビオグループは、水質汚濁、土壌汚染などを未然防止するため法順守はもとより、自主基準値の設定
や事故・緊急事態などを想定した環境ﾘｽｸ対策を継続的に実施しています。
　下記は、緊急事態対応訓練、環境リスク対策、災害対策と結果をまとめたものです。
（１）教育訓練
①日本アビオニクスで実施した教育訓練
No. 実施日 部門 緊急対策訓練名又はテストした手順書名 対象業務名

H19-01 H19.6.13環境管理 廃水オーバーブロー時の緊急時対応手順 廃水処理

H19-02 H19.6.27環境管理 危険物倉庫緊急時対応手順 危険物倉庫

H19-03 H19.6.27環境管理 薬品倉庫緊急時対応手順 薬品倉庫

H19-04 H19.6.13情製造
H19-057号

表面処理設備緊急時処置手順 表面処理

H19-05 H19.6.15情製造
H19-043号

溶剤系洗浄機緊急時処置手順 洗浄作業

H19-06 H19.6.15情製造
H19-044号

水系洗浄機緊急時処置手順 洗浄作業

H19-07 H19.7.24環境管理 地下タンク貯蔵所（灯油）　緊急時対応手順 灯油納品

H19-08 H19.12.12環境管理 環境緊急時総合訓練 廃液の運搬

②山梨アビオニクスで実施した教育訓練
Ｎｏ．
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11

③福島アビオニクスで実施した教育訓練
1
2
3

④NEC　Avio赤外線テクノロジーで実施した教育訓練
1

（２）環境リスク対策
◆山梨アビオニクス

（３）災害対策
◆NEC　Avio赤外線テクノロジー

◆日本アビオニクス
オフィスPC耐震マット設置。

（４）環境汚染事故、法順守状況
・環境汚染事故　　発生無し
・排水基準値超過　１件
山梨アビオニクス《水質汚濁防止法》南アルプス市の立入検査時の採水で、浄化槽排水のＢＯＤが
排水基準違反の指摘を受けた。【立ち入り時の測定値；32ppm　＞　30ppm（排水基準値）】
改善対策；原因として、採水の際に排水槽の底に堆積した汚泥を巻き込んだ為、基準値を超えてし
まった。年１回浄化槽清掃時に放流槽清掃を実施することを手順化し、継続的に実施する。

緊急用貯槽等の設置（６ヶ所）；各排出口（雨水等）に汚染排水の河川流出防止のため緊急用貯槽及
び緊急遮断弁等を設置

空調機更新に伴なう灯油地下タンク1基の廃止

キャビネット・ラック類の転倒防止対策強化、計器用移動ラック更新(キャスターロックタイプ）
非常階段の腐食対策　など

◆日本アビオニクス

火災時緊急避難訓練

屋内薬品・廃液緊急時訓練
最終放流水緊急事態対応
浄化槽緊急時事態対応
造排水処理緊急事態対応
冷却水放流口緊急事態対応

危険物倉庫の緊急時の訓練
重油地下タンクの緊急時の訓練
高圧ガスの緊急時の訓練(液体窒素タンク)

薬品倉庫緊急事態対応
第３工場タンクヤード緊急事態対応
危険物倉庫緊事態対応

教育訓練項目
エッチング工程緊急事態対応
第３工場タンクヤード緊急事態対応
危険物倉庫緊事態対応



　９．教育

◆全社員向け環境教育（ｅ－ラーニング）＆環境意識調査（7月、11月）
Avioグループ全体で、環境教育にNEC　eーラーニングを取り入れて実施し、その後で環
境意識調査を実施しました。

◆廃棄物分別状況調査（6月）
横浜事業所のエコリーダーが参加し、廃棄物を分別、計量し、分別状況を調査しました。
調査の結果、分別が不十分なことがわかり、更に分別の徹底、資源化を呼びかけまし

◆リスク対応感性教育（7月）
山梨アビオニクス、福島アビオニクス、日本アビオニクスの環境管理担当者、情シ製造
部が参加し、リスク対応感性教育を実施しました。

◆横浜市主催の「不都合な真実」上映会に参加

◆NEC、NEC関係会社環境経営交流会

1ＮＥＣ交流会担当役員会議・地球温暖化等

2NEC環境監査員リフレッシュ教育（６月）

3ＮＥＣ関係会社担当責任者研修会（NEC交流会）（７月）

4キャノンアネルバテクニクス見学研修会（NEC関係会社ｸﾞﾘｰﾝ製品WG）（１０月）

5NECアセッサー教育（１１月）
6NEC　CSR　ビジネスエシックス2007（12月）

・日本アビオニクス
1 新入社員環境安全教育（４月）
2 昇格者環境研修会（６月）
3 雇入時環境（安全）教育（４、10,３月）
4 内部環境監査説明、監査員教育（12月）
5 リスク対応感性教育（７月）
6 ゴミ分別状況点検・計量（６月）
7 製品含有化学物質管理研修会（取引先向け）（１１月）

1電機電子５団体環境ﾌｫｰﾗﾑ（５,６月）
2「環境セミナー」環境リスク、気候変動問題等（７月）

3見学研修会（横須賀市ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞ、かながわ環境整備ｾﾝﾀｰ）（８月）
4PFOS、POPs規制に対する事業継続危機対応説明会（７月）
5日経BP環境経営フォーラム（９月）

6「ビル、工場の省エネ事例説明会」（１０月）
7製造現場で考える環境規制（社）中小企業診断協会（１１月）
8審査員への最新環境情報講演会（２月）

9JEIMA（日本電気計測器協会）環境セミナー（３月）
10REACHセミナー（電機電子４団体）（３月）
・山梨アビオニクス

1山梨大学市民開放授業「環境経済学」
2環境フォーラム２００７
3最新動向「廃棄物処理法の詳細規定＆自治体条例」
4環境管理／安全衛生活動等の掲示（YACL）

・福島アビオニクス
1環境教育

・NEC　Avio赤外線テクノロジー
1新規採用者環境教育(１名）
2全社一般ＣＳＲ・環境教育(Web研修方式)
3中途採用者環境教育(10名　派遣を含む)
7中国RoHS・REACH対策研修(１０月)
8ｴｺｱｸｼｮﾝ21審査人研修(廃棄物問題)

環境保全への取り組みには、全社員の教育・啓発による意識向上が重要です。社員があら
ゆる領域で環境保全を意識した行動ができるよう、教育・啓発を継続的に実施しています。



１０．環境ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

（１）顧客からの環境調査対応

　　①日本アビオニクス
　　　最近、取引様からの環境調査依頼件数が増加しています。
　　　環境調査依頼の内容は、製品含有化学物質調査等ｸﾞﾘｰﾝ調達に関するものが大部分を占め
　　　その他、環境管理活動への取組状況に関するもの（マネジメントシステム構築、廃棄物管理、
　　　化学物質管理など）が多く、全体で１８２件に達しました。

　　②NEC　Avio赤外線テクノロジー
　　　２００７年度は、グリーン調達調査・ＲｏＨＳ関連調査１６件に対応しました。
　　③山梨アビオニクス
　　　２００７年度はグリーン調達等の調査６４件に対応しました。

（２）社外からの苦情
【日本アビオニクス　】
年度 No.
2006 1
2007 1

【　山梨アビオニクス　】
年度 No.
2006 1
2007 1

【　福島アビオニクス　】
年度 No.
2006 1
2007 1

【　NEC　Avio赤外線テクノロジー　】
年度 No.
2006 1
2007 1

無し

近隣住民から落ち葉の苦情があり、樹木の伐採を実施しました。

無し

無し

概要

概要

無し

概要

無し

近隣住民から騒音の苦情があり、防音対策を実施しました。

概要
近隣住民から騒音の苦情があり、設備の修繕を実施しました。

環境管理活動全般

ｸﾞﾘｰﾝ調達関連

環境管理活動
アンケート
５５件

グリーン調
達

調査依頼



１１．環境監査

（１）環境監査体系
監査の内容 監査員

ISO14001審査 JQA審査員
NEC関係会社相互環境審査 NEC関係会社環境経営交流会

→認定審査員
環境遵法監査 NEC関係会社環境経営交流会

→NEC監査員
内部環境監査 環境マネジメントシステム→認

定監査員
（２）監査結果
①ISO14001ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ審査
　　日本アビオニクス　定期・変更審査；2008年4月16日～18日　

指摘項目 指摘件数
要求事項を満たしていない事
項（カテゴリーB）

無し

改善を要する項目（改善の機
会）

10件

ストロングポイント 1件

　　山梨アビオニクス　更新審査；2007年6月
指摘項目 指摘件数

カテゴリーB ３件
改善の機会 １２件
ストロングポイント １件

　　福島アビオニクス　；2008年3月
指摘項目 指摘件数 是正措置

カテゴリーB 0件 －
改善の機会 ６件 ５件

指摘項目 指摘件数 是正措置
カテゴリーB 0件 －
改善の機会 10件 １０件

②NEC関係会社相互環境審査（受審；日本アビオニクス　　2007年11月30日）
指摘項目 件数 是正措置

評価を受けた点 事前調査票　４件、ﾊﾟﾄﾛｰﾙ２件 －
改善を要する項目 事前調査票　２件、ﾊﾟﾄﾛｰﾙ４件 ６件
課題・要望 事前調査票　８件、ﾊﾟﾄﾛｰﾙ５件 １３件
③環境遵法監査（受審；山梨ｱﾋﾞｵﾆｸｽ　2008年2月26日）

指摘件数 是正措置
０件 －
２件 ２件
４件 ３件
１件 －

④内部環境監査結果
実施時期 受審部門 指摘件数 是正措置

H１９.１２月～H２０.１月 日本アビオニクス ３０件 ３０件
Ｈ１９．５月 山梨アビオニクス ６件 ６件
Ｈ２０．１月 〃 １件 １件
Ｈ２０．１月 福島アビオニクス ４件 ４件
Ｈ１９．９月 NEC　Avio赤外線テクノロジー １件 １件

要望C；遵法性の観点から改善することが望ましい事項
意見；現状は問題ないものの、注意を要する事項

－

指摘項目
要望A；遵法の観点から早急な改善が必要
要望B；緊急性はないが、遵法の観点から改善が必要な事項

ＮＥＣ　経営監査本部による環境遵法監査を受審しました。

　　NEC　Avio赤外線テクノロジー更新審査；2007年10月16日
～17日

年1回（YACLは年2回）

是正措置

－

日本アビオニクスグループ各社はISO14001認証を取得しており、ISO14001ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ審査、内部
環境監査の他に、NEC関係会社による相互環境審査、NECによる遵法監査を受審しています。以下
に監査の体系と監査結果を示します。

実施頻度・対象（2007年度）
年1回。
年1回／申請事業所。Avio受審

年1回／申請事業所。YACL受審

是正対応

是正措置
３件
５件

－
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